




Ｐ コミットメントおよび偶発債務  

 当社および国内子会社は情報処理運用業務の相当部分について外部委託契約を行っている。当契約によると外

部委託費用は、第73期において3,586百万円であり、契約最終年度である第76期までの残存委託費用総額は

11,506百万円である。また、残存契約期間に係る委託費用の15％の違約金を支払うことにより、当該委託契約の

解約は可能である。 

 当社および一部の子会社は、いくつかの未解決訴訟の被告となっている。しかし、当社および当社の弁護人が

現時点で入手しうる情報に基づくと、当社の取締役会はこれらの訴訟が連結財務諸表に重要な影響を与えること

はないと確信している。 

信用リスクの集中 

 当社および子会社にとって、信用リスク集中の恐れがある金融商品は、主として短期投資および受取手形及び

売掛金である。短期投資については、取引相手を信用度の高い金融機関としている。また、受取手形及び売掛金

に関しては、売上高の約51％が日本国内に集中しているが、顧客の大半は優良で、業種も多岐にわたっているた

め、信用リスク集中の恐れは限られている。 

 なお、当社は原則として、掛売りの場合には顧客に担保を差し入れるよう要請している。 

保証債務 

 当社はグループ外の会社の銀行借入金について、債務保証を行っている。関連会社およびグループ外の会社の

ための債務保証は、これらの会社がより少ない資金調達コストで運営するために行っている。債務不履行が発生

した場合の最高支払額は、第72期末現在712百万円、第73期末現在295百万円である。第73期末現在、これらの債

務保証に関して認識した負債の額に重要性はない。 

  

製品保証 

 当社および子会社は、ある一定期間において、提供した製品およびサービスに対する保証を行っている。第72

期および第73期における製品保証引当金の変動は以下のとおりである。 

  第72期（百万円） 第73期（百万円）  

期首残高  1,619  1,501

繰入額  1,475  1,483

取崩額（目的使用等）  △1,593  △1,547

期末残高  1,501  1,437
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Ｑ 公正価値の測定 

 ＦＡＳＢ会計基準書第820号「公正価値の測定と開示」（旧ＦＡＳＢ基準書第157号「公正価値の測定」）は、

公正価値を測定日において市場参加者の間の秩序のある取引により資産を売却して受け取るであろう価格、また

は負債を移転するために支払うであろう価格と定義している。同基準書は、公正価値を測定するために使用する

インプットを以下の３つのレベルに優先順位を付け、公正価値の階層を分類している。 

レベル１・・活発な市場における同一の資産または負債の市場価格 

レベル２・・活発な市場における類似資産または負債の市場価格。活発でない市場における同一または類似

      の資産・負債の市場価格、観察可能な市場価格以外のインプットおよび相関関係またはその他 

      の方法により観察可能な市場データから主として得られた、または裏付けられたインプット  

レベル３・・資産または負債の公正価値測定に重要なインプットで、観察不能なインプット 

  

継続的に公正価値で測定される資産または負債 

第72期末現在における継続的に公正価値で測定される資産および負債は以下のとおりである。 

  公正価値による測定額 

  
レベル１ 

（百万円） 

レベル２ 

（百万円）  

レベル３ 

（百万円）  

計 

（百万円）  

資産         

投資有価証券                              

 負債証券    19    －  －    19

 持分証券    26,407    －  －    26,407

金融派生商品                              

 為替予約    －    875  －    875

負債         

金融派生商品                                

 為替予約  －    1,654    －    1,654

 金利スワップ    －    24    －    24

 通貨スワップ    －    27    －    27
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第73期末現在における継続的に公正価値で測定される資産および負債は以下のとおりである。 

  

投資有価証券 

 投資有価証券は、主に上場株式である。活発な市場における同一資産の市場価格で公正価値を評価してお

り、観察可能であるためレベル１に分類している。 

金融派生商品 

 金融派生商品は、為替予約、通貨スワップ、金利スワップである。外国為替レートおよび金利など観察可能

な市場データを利用して公正価値を評価しているためレベル２に分類している。  

非継続的に公正価値で測定される資産および負債 

 長期性資産の簿価217百万円を公正価値の0百万円で評価している。この結果、長期性資産にかかる損失額は

217百万円であり、当期の損益に含めている。これらは観察可能なインプットを使用して公正価値を評価してい

ないため、レベル３に分類している。 

 また、原価法により評価される市場性のない投資有価証券の簿価142百万円（第72期496百万円）を公正価値

の27百万円（第72期153百万円）で評価している。そのため、一時的でない公正価値の下落により生じた損失額

は115百万円（第72期343百万円）であり、当期の損益に含めている。これらの投資は観察可能なインプットを

使用して公正価値を評価していないため、レベル３に分類している。  

  公正価値による測定額 

  
レベル１ 

（百万円） 

レベル２ 

（百万円）  

レベル３ 

（百万円）  

計 

（百万円）  

資産         

投資有価証券                              

 負債証券    58    －  －    58

 持分証券    33,484    －  －    33,484

金融派生商品                              

 為替予約    －    217  －    217

負債         

金融派生商品                            

 為替予約  －    188    －    188

 金利スワップ    －    65    －    65

 通貨スワップ    －    27    －    27
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 当期より、連結財務諸表規則に基づくセグメント情報に代えて、ＦＡＳＢ会計基準書第280号「セグメント報

告」（旧ＦＡＳＢ基準書第131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」）を適用している。 

 連結財務諸表規則に基づく第72期のセグメント情報は次のとおりである。 

第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 各事業の主要な製品 

(1) インダストリアルオートメーションビジネス 

……リレー、センサ、スイッチ、プログラマブル・コントローラ、タイマ、視覚認識装置、基板検査装

置、セーフティ機器、温度調節器、モーションコントロール機器等 

(2) エレクトロニクスコンポーネンツビジネス 

……リレー、スイッチ、アミューズメント機器用部品・ユニット、コネクタ、コンビネーションジョ

グ、小型バックライト、大型バックライト等 

(3) オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス 

……キーレスエントリーシステム、パワーウインドウスイッチ、各種車載用リレー等 

(4) ソーシアルシステムズビジネス 

……駅務システム、交通管理・道路管理システム、セキュリティシステム・決済システム等 

(5) ヘルスケアビジネス 

……電子血圧計、電子体温計、体重体組成計、電子歩数計、生体情報モニタ、ネブライザ等 

(6) その他 

……コンピュータ周辺機器、ＩＣタグ、遠隔監視通報システム、サービス事業等 

２ 営業費用のうち、「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、16,918百万円であり、その主な

ものは、当社の取締役室、監査室、グループ戦略室、経営資源革新本部、事業プロセス革新本部、ものづく

り革新本部、技術本部等の費用である。 

３ 営業利益または営業損失は、連結損益計算書における売上高から売上原価、販売費及び一般管理費ならびに

試験研究開発費を控除したものである。 

４ 資産のうち、「消去または全社」の項目に含めた全社資産は176,524百万円であり、その主なものは、現金

及び現金同等物、投資有価証券である。 

５ 減価償却費および資本的支出にはのれん以外の無形固定資産に係るものを含む。 

６ ソーシアルシステムズビジネスには、ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネスカンパ

ニーなどを含む。 

Ｒ セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

  

インダスト
リアルオー
トメーショ
ンビジネス 
（百万円） 

エレクトロ
ニクスコン
ポーネンツ
ビジネス 
（百万円） 

オートモー
ティブエレ
クトロニッ
クコンポー
ネンツビジ
ネス 
（百万円）

ソーシアル
システムズ
ビジネス 
（百万円）

ヘルスケア
ビジネス 
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去また
は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                

① 外部顧客に対する

売上高 
 262,922  123,937 82,109 79,886 63,797 14,539  627,190 － 627,190

② セグメント間の 

内部売上高 
 7,013  20,915 3,921 6,946 5 33,083  71,883 △71,883 －

計  269,935  144,852 86,030 86,832 63,802 47,622  699,073 △71,883 627,190

営業費用  249,481  146,835 92,410 81,479 58,962 47,578  676,745 △54,894 621,851

営業利益または 

営業損失（△） 
 20,454  △1,983 △6,380 5,353 4,840 44  22,328 △16,989 5,339

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
                                               

資産  148,690  129,866 48,544 67,502 39,176 19,669  453,447 84,833 538,280

減価償却費  10,134  10,764 5,419 3,068 1,220 2,891  33,496 － 33,496

資本的支出  8,899  17,253 5,556 1,970 1,793 1,373  36,844 － 36,844
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 ＦＡＳＢ会計基準書第280号（旧ＦＡＳＢ基準書第131号）に基づくセグメント情報は次のとおりである。 

 ＦＡＳＢ会計基準書第280号（旧ＦＡＳＢ基準書第131号）は、企業のオペレーティング・セグメントに関する情

報の開示を規定している。オペレーティング・セグメントは、企業の最高経営意思決定者が経営資源の配分や業績

評価を行うにあたり通常使用しており、財務情報が入手可能な企業の構成単位として定義されている。  

 当社は取扱製品の性質や社内における事業の位置付け等を考慮した上で、オペレーティング・セグメントに関す

る情報として、「インダストリアルオートメーションビジネス」、「エレクトロニック＆メカニカルコンポーネン

ツビジネス」、「オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス」、「ソーシアルシステムズ・ソリ

ューション＆サービス・ビジネス」および「ヘルスケアビジネス」の５つのオペレーティング・セグメントを区分

して開示している。また、その他のオペレーティング・セグメントは「その他」に集約して開示している。 

 各セグメントの主要な製品は次のとおりである。  

(1) インダストリアルオートメーションビジネス 

……リレー、センサ、スイッチ、プログラマブル・コントローラ、タイマ、視覚認識装置、基板検査装

置、セーフティ機器、温度調節器、モーションコントロール機器等 

(2) エレクトロニック＆メカニカルコンポーネンツビジネス 

……リレー、スイッチ、アミューズメント機器用部品・ユニット、コネクタ、コンビネーションジョグ

等 

(3) オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス 

……キーレスエントリーシステム、パワーウインドウスイッチ等 

(4) ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネス 

……駅務システム、交通管理・道路管理システム、セキュリティシステム・決済システム等 

(5) ヘルスケアビジネス 

……電子血圧計、電子体温計、電子体組成計、電子歩数計、生体情報モニタ、ネブライザ等 

(6) その他 

……コンピュータ周辺機器、ＭＥＭＳマイクロフォンチップ、遠隔監視通報システム、バックライト等

 セグメント情報の会計方針は、実質的に米国会計原則に従っている。 

 各事業セグメントに直接関わる収益および費用は、それぞれのセグメントの業績数値に含め表示している。特定

のセグメントに直接帰属しない収益および費用は、経営者がセグメントの業績評価に用いる当社の配分方法に基づ

き、各事業セグメントに配分されるかあるいは「消去調整他」に含めて表示している。  

 なお、当期において、「エレクトロニクスコンポーネンツビジネス」をメカニカルコンポの強化に向け「エレク

トロニック＆メカニカルコンポーネンツビジネス」へ改編し、「エレクトロニクスコンポーネンツビジネス」傘下

のバックライト事業とマイクロデバイス事業を社長直轄の新組織へ移管している。これに伴い、従来「インダスト

リアルオートメーションビジネス」、「エレクトロニクスコンポーネンツビジネス」、「オートモーティブエレク

トロニックコンポーネンツビジネス」、「ソーシアルシステムズビジネス」および「ヘルスケアビジネス」に区分

していた開示していたオペレーティング・セグメントを、当期より「インダストリアルオートメーションビジネ

ス」、「エレクトロニック＆メカニカルコンポーネンツビジネス」、「オートモーティブエレクトロニックコンポ

ーネンツビジネス」、「ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネス」および「ヘルスケアビジ

ネス」の区分に変更している。これに伴い、前期に係るセグメント情報の数値を組替えて表示している。 
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第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ セグメント間の内部取引における価額は、外部顧客との取引価額に準じている。 

    ２ 「消去調整他」には、配賦不能費用、セグメント間の内部取引消去などが含まれている。 

３ 減価償却費および資本的支出にはのれん以外の無形固定資産に係るものを含む。  

  

インダスト
リアルオー
トメーショ
ンビジネス 
（百万円） 

エレクトロ
ニック＆メ
カニカルコ
ンポーネン
ツビジネス 
（百万円） 

オートモー
ティブエレ
クトロニッ
クコンポー
ネンツビジ
ネス 
（百万円）

ソーシアル
システム
ズ・ソリュ
ーション＆
サービス・
ビジネス 
（百万円）

ヘルスケア
ビジネス 
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
調整他 

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び    

セグメント損益 
                                               

① 外部顧客に対する

売上高 
 271,951  76,494 82,109 72,336 63,592 50,242  616,724 10,466 627,190

② セグメント間の 

内部売上高 
 10,483  47,562 3,515 5,753 240 5,263  72,816 △72,816 －

計  282,434  124,056 85,624 78,089 63,832 55,505  689,540 △62,350 627,190

セグメント利益  

またはセグメント 

損失（△） 
 18,175  4,223 △7,115 5,194 4,767 △7,318  17,926 △12,587 5,339

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
                                               

資産  173,503  98,902 49,927 73,591 38,288 25,453  459,664 78,616 538,280

減価償却費  7,630  11,165 6,178 1,800 1,579 1,566  29,918 3,578 33,496

資本的支出  4,017  7,678 4,461 800 1,333 4,077  22,366 14,478 36,844
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第73期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ セグメント間の内部取引における価額は、外部顧客との取引価額に準じている。 

２ 「消去調整他」には、配賦不能費用、セグメント間の内部取引消去などが含まれている。 

３ 減価償却費および資本的支出にはのれん以外の無形固定資産に係るものを含む。 

  

  第72期および第73期におけるセグメント利益（△損失）の合計額と法人税等、持分法投資損益控除前当期純利益

（△純損失）との調整表は次のとおりである。 

  

インダスト
リアルオー
トメーショ
ンビジネス 
（百万円） 

エレクトロ
ニック＆メ
カニカルコ
ンポーネン
ツビジネス 
（百万円） 

オートモー
ティブエレ
クトロニッ
クコンポー
ネンツビジ
ネス 
（百万円）

ソーシアル
システム
ズ・ソリュ
ーション＆
サービス・
ビジネス 
（百万円）

ヘルスケア
ビジネス 
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
調整他 

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び    

セグメント損益 
                                               

① 外部顧客に対する

売上高 
 206,197  70,717 75,163 57,981 63,359 41,312  514,729 9,965 524,694

② セグメント間の 

内部売上高 
 5,324  43,961 691 3,898 86 8,318  62,278 △62,278 －

計  211,521  114,678 75,854 61,879 63,445 49,630  577,007 △52,313 524,694

セグメント利益  

またはセグメント 

損失（△） 
 13,900  6,739 1,731 2,654 7,055 △7,028  25,051 △11,977 13,074

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
                                               

資産  185,019  104,354 52,520 69,794 45,808 27,705  485,200 47,054 532,254

減価償却費  5,360  8,480 2,099 1,378 1,342 1,113  19,772 7,242 27,014

資本的支出  1,954  4,231 3,607 1,181 1,500 984  13,457 6,067 19,524

  
第72期

（百万円）     
第73期 

（百万円）  

 セグメント利益の合計額    17,926  25,051

  その他費用－純額－  44,472    2,879

  消去調整他  △12,587    △11,977

 法人税等、持分法投資損益控除前 

 当期純利益（△純損失） 
 △39,133    10,195
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  第72期および第73期における当社および子会社の所在地別に分類した外部顧客に対する売上高ならびに有形固定資

産は次のとおりである。 

第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

第73期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………………米国・カナダ 

(2) 欧州………………オランダ・英国・ドイツ・フランス・イタリア・スペイン 

(3) 中華圏……………中国・香港・台湾 

(4) 東南アジア他……シンガポール・韓国・豪州 

３ 売上高および有形固定資産において、本国を除いて独立して開示すべき重要な国はない。第72期および第73

  期において、開示すべき重要な単一の外部顧客に対する売上高はない。  

【地域別セグメント情報】

  
本国

(百万円) 
北米

(百万円) 
欧州

(百万円) 
中華圏
(百万円) 

東南 
アジア他 
(百万円) 

連結
(百万円) 

外部顧客に対する売上高  328,063  80,397  103,128  75,242  40,360  627,190

有形固定資産  93,423  6,009  6,343  20,430  6,330  132,535

  
本国

(百万円) 
北米

(百万円) 
欧州

(百万円) 
中華圏
(百万円) 

東南 
アジア他 
(百万円) 

連結
(百万円) 

外部顧客に対する売上高  269,143  61,154  77,607  77,136  39,654  524,694

有形固定資産  85,247  5,108  5,483  20,853  6,303  122,994
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 当社は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則で要求される開示に加え、日本の金融商品取引法の開示

要求を考慮し、以下の補足情報を開示している。  

第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………………米国・カナダ 

(2) 欧州………………オランダ・英国・ドイツ・フランス・イタリア・スペイン 

(3) 中華圏……………中国・香港・台湾 

(4) 東南アジア他……シンガポール・韓国・豪州 

３ 営業費用のうち、「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、16,918百万円であり、その主な

ものは、当社の取締役室、監査室、グループ戦略室、経営資源革新本部、事業プロセス革新本部、ものづく

り革新本部、技術本部等の費用である。 

４ 営業利益または営業損失は、連結損益計算書における売上高から売上原価、販売費及び一般管理費ならびに

試験研究開発費を控除したものである。 

第73期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………………米国・カナダ 

(2) 欧州………………オランダ・英国・ドイツ・フランス・イタリア・スペイン 

(3) 中華圏……………中国・香港・台湾 

(4) 東南アジア他……シンガポール・韓国・豪州 

３ 営業費用のうち、「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、14,972百万円であり、その主な

ものは、当社の取締役室、監査室、グループ戦略室、経営資源革新本部、事業プロセス革新本部、ものづく

り革新本部、技術本部等の費用である。 

４ 営業利益または営業損失は、連結損益計算書における売上高から売上原価、販売費及び一般管理費ならびに

試験研究開発費を控除したものである。 

【所在地別セグメント情報】

  
本国 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州

（百万円）
中華圏

（百万円）

東南
アジア他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去また
は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高                                                

① 外部顧客に対す

る売上高 
 328,063  80,397  103,128  75,242  40,360  627,190  －  627,190

② セグメント間の

内部売上高 
 109,410  832  1,095  51,791  8,323  171,451  △171,451  －

計  437,473  81,229  104,223  127,033  48,683  798,641  △171,451  627,190

Ⅱ 営業費用  429,077  81,945  97,752  123,908  47,211  779,893  △158,042  621,851

営業利益または 

営業損失（△） 
 8,396  △716  6,471  3,125  1,472  18,748  △13,409  5,339

  
本国 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州

（百万円）
中華圏

（百万円）

東南
アジア他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去また
は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高                                                

① 外部顧客に対す

る売上高 
 269,143  61,154  77,607  77,136  39,654  524,694  －  524,694

② セグメント間の

内部売上高 
 101,311  1,014  759  51,953  7,519  162,556  △162,556  －

計  370,454  62,168  78,366  129,089  47,173  687,250  △162,556  524,694

Ⅱ 営業費用  358,928  62,664  76,428  120,098  43,636  661,754  △150,134  511,620

営業利益または 

営業損失（△） 
 11,526  △496  1,938  8,991  3,537  25,496  △12,422  13,074
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第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………………米国・カナダ 

(2) 欧州………………オランダ・英国・ドイツ・フランス・イタリア・スペイン 

(3) 中華圏……………中国・香港・台湾 

(4) 東南アジア他……シンガポール・韓国・豪州 

３ 海外売上高は、当社および本国に所在する子会社の輸出売上高ならびに本国以外の国に所在する子会社の売

上高（いずれも内部売上高を除く）の合計である。 

第73期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………………米国・カナダ 

(2) 欧州………………オランダ・英国・ドイツ・フランス・イタリア・スペイン 

(3) 中華圏……………中国・香港・台湾 

(4) 東南アジア他……シンガポール・韓国・豪州 

３ 海外売上高は、当社および本国に所在する子会社の輸出売上高ならびに本国以外の国に所在する子会社の売

上高（いずれも内部売上高を除く）の合計である。 

第72期 

    該当事項はない。 

第73期 

   当期よりＦＡＳＢ会計基準書第855号「後発事象」（旧ＦＡＳＢ基準書第165号「後発事象」）を適用して

いる。当基準書は、後発事象が認識された日付、未認識の後発事象の性質および財務上の影響の見積りの開

示について規定している。 

   本有価証券報告書が取締役会で承認され、発行可能な状態となった平成22年６月22日現在、該当事項はな

い。 

【海外売上高】

  北米 欧州 中華圏 東南アジア他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  80,954  105,717  78,544  46,379  311,594

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          627,190

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 12.9  16.9  12.5  7.4  49.7

  北米 欧州 中華圏 東南アジア他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  61,592  83,524  78,297  42,868  266,281

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          524,694

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 11.7  15.9  14.9  8.2  50.7

Ｓ 重要な後発事象
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 該当事項はない。 

 当該情報は連結財務諸表注記「Ⅱ 主な科目の内訳および内容の説明 Ｆ 短期債務および長期債務」に記

載している。 

当連結会計年度における四半期情報 

  

  

⑥ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

(2) 【その他】

  

第１四半期 

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期 

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円）  106,923  125,448  138,134  154,189

法人税等、持分法投資損益

控除前四半期純利益 

（△純損失）（百万円） 

 △10,892  1,275  9,808  10,004

当社株主に帰属する 

四半期純利益（△純損失）

（百万円） 

 △7,708  808  6,230  4,188

基本的１株当たり当社株主

に帰属する四半期純利益 

（△純損失）（円） 

 △35.0  3.7  28.3  19.0
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,276 7,409

受取手形 ※3  1,751 ※3  1,121

売掛金 ※3  38,591 ※3  53,688

有価証券 － 25

商品及び製品 8,995 7,215

原材料 3,701 3,671

仕掛品 6,345 5,339

貯蔵品 399 362

前渡金 － 1

前払費用 253 292

短期貸付金 ※3  13,779 ※3  8,372

未収入金 ※3  4,849 ※3  10,791

その他の未収入金 ※3  4,074 ※3  5,351

未収還付法人税等 5,565 4,166

繰延税金資産 7,756 5,205

その他 1,365 419

貸倒引当金 △207 △198

流動資産合計 112,492 113,229

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 21,682 26,148

構築物（純額） 1,725 1,841

機械及び装置（純額） 1,529 1,513

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品（純額） 1,849 1,948

土地 ※4  14,665 ※4  14,665

リース資産（純額） 3,819 2,903

建設仮勘定 6,110 473

有形固定資産合計 ※1  51,380 ※1  49,492

無形固定資産   

のれん 436 －

ソフトウエア 5,152 6,807

施設利用権 173 185

リース資産 49 23

ソフトウエア仮勘定 3,531 1,471

その他 509 372

無形固定資産合計 9,850 8,858
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(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 27,623 33,204

関係会社株式 111,433 112,297

関係会社出資金 14,082 20,932

長期貸付金 50 50

従業員に対する長期貸付金 4 1

関係会社長期貸付金 5,654 5,765

破産更生債権等 59 63

長期前払費用 303 216

敷金及び保証金 5,327 5,124

繰延税金資産 26,558 27,251

その他 1,617 937

貸倒引当金 △5,700 △5,676

投資その他の資産合計 187,010 200,164

固定資産合計 248,240 258,514

資産合計 360,732 371,743

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,152 1,551

買掛金 ※3  23,079 ※3  32,942

短期借入金 ※3  38,705 ※3  34,266

コマーシャル・ペーパー 31,000 16,000

1年内返済予定の長期借入金 － 20,000

リース債務 2,460 1,868

未払金 ※3  6,004 ※3  5,792

未払費用 6,843 7,367

未払法人税等 73 327

前受金 597 429

預り金 903 2,076

従業員預り金 281 285

設備関係支払手形 476 11

役員賞与引当金 － 61

その他 2,420 492

流動負債 113,993 123,467

固定負債   

長期借入金 20,000 －

リース債務 3,941 2,574

退職給付引当金 22,916 21,926

再評価に係る繰延税金負債 1,800 1,800

その他 669 613

固定負債合計 49,326 26,913

負債合計 163,319 150,380
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(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 64,100 64,100

資本剰余金   

資本準備金 88,771 88,771

資本剰余金合計 88,771 88,771

利益剰余金   

利益準備金 6,774 6,774

その他利益剰余金   

配当積立金 3,400 3,400

土地圧縮積立金 1,511 －

買換資産圧縮積立金 189 －

別途積立金 98,500 73,500

繰越利益剰余金 △15,354 31,051

利益剰余金合計 95,020 114,725

自己株式 △44,434 △44,445

株主資本合計 203,457 223,151

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △458 3,191

繰延ヘッジ損益 △593 △8

土地再評価差額金 ※4  △5,264 ※4  △5,264

評価・換算差額等合計 △6,315 △2,081

新株予約権 271 293

純資産合計 197,413 221,363

負債純資産合計 360,732 371,743
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 ※1, ※5  267,092 ※1, ※5  221,367

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 11,041 8,995

合併による商品受入高 9 －

当期製品製造原価 66,070 49,055

当期商品仕入高 ※5  110,417 ※5  105,217

合計 187,537 163,267

商品及び製品期末たな卸高 8,995 7,215

他勘定振替高 ※2  1,955 ※2  3,204

売上原価合計 176,587 152,848

売上総利益 90,505 68,519

販売費及び一般管理費 ※6, ※7  107,803 ※6, ※7  85,959

営業利益又は営業損失（△） △17,298 △17,440

営業外収益   

受取利息 541 220

受取配当金 ※5  8,864 ※5  34,556

受取手数料 ※5  643 ※5  579

為替差益 3,575 －

雑収入 2,114 970

営業外収益合計 15,737 36,325

営業外費用   

支払利息 ※5  1,428 ※5  810

売上割引 850 538

貸倒引当金繰入額 2,262 5

為替差損 － 864

雑損失 1,294 595

営業外費用合計 5,834 2,812

経常利益又は経常損失（△） △7,395 16,073

特別利益   

固定資産売却益 ※3  2 ※3  4

投資有価証券売却益 70 627

貸倒引当金戻入額 58 66

移転価格税制調整金 － ※3  3,838

その他 70 130

特別利益合計 200 4,665

特別損失   

固定資産除売却損 ※4  1,217 ※4  445

投資有価証券売却損 9 －

投資有価証券評価損 1,276 131

関係会社株式評価損 8,795 －

関係会社出資金評価損 1,385 875

抱合せ株式消滅差損 1,991 －

事業整理損 － 277

減損損失 ※8  7,758 －

その他 184 3

特別損失合計 22,615 1,731
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(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △29,810 19,007

法人税、住民税及び事業税 △4,097 △2,697

法人税等調整額 △6,187 △1,084

法人税等合計 △10,284 △3,781

当期純利益又は当期純損失（△） △19,526 22,788
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 （注）※１ 「経費」の主な内訳は、次のとおりである。 

※２ 「他勘定振替高」の内訳は、次のとおりである。 

（原価計算の方法） 

 期中は総合原価計算（一部は個別原価計算）による予定原価で製品原価を計算し、期末に実際原価との差額に

ついて調整を行い期末評価額を実際原価に修正している。 

【製造原価明細書】

    

前事業年度
第72期 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度  
第73期 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    33,495  47.9  21,095  41.1

Ⅱ 労務費    8,558  12.2  8,333  16.3

Ⅲ 経費 ※１  27,898  39.9  21,863  42.6

当期製造費用    69,951  100.0  51,291  100.0

期首仕掛品たな卸高    7,365        6,345      

合併による仕掛品受入高    179        －      

合計    77,495        57,636      

期末仕掛品たな卸高    6,345        5,339      

他勘定振替高 ※２  5,080        3,242      

当期製品製造原価    66,070        49,055      

項目 第72期（百万円） 第73期（百万円）

外注加工費  15,967  11,266

減価償却費  3,728  3,526

項目 第72期（百万円） 第73期（百万円）

関係会社への製品等の支給高  3,175  2,739

自社製造の有形固定資産への振替高  589  5

自社製造の有形固定資産の関係会社へ
の支給高  1,162  313

その他  154  185

計  5,080  3,242
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 64,100 64,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 64,100 64,100

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 88,771 88,771

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 88,771 88,771

資本剰余金合計   

前期末残高 88,771 88,771

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 88,771 88,771

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 6,774 6,774

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,774 6,774

その他利益剰余金   

配当積立金   

前期末残高 3,400 3,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,400 3,400

土地圧縮積立金   

前期末残高 1,511 1,511

当期変動額   

土地圧縮積立金の取崩 － △1,511

当期変動額合計 － △1,511

当期末残高 1,511 －

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 203 189

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △14 △189

当期変動額合計 △14 △189

当期末残高 189 －
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(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

別途積立金   

前期末残高 98,500 98,500

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △25,000

当期変動額合計 － △25,000

当期末残高 98,500 73,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 13,669 △15,354

当期変動額   

自己株式の処分 △4 △0

剰余金の配当 △9,507 △3,083

土地圧縮積立金の取崩 － 1,511

買換資産圧縮積立金の取崩 14 189

別途積立金の取崩 － 25,000

当期純利益又は当期純損失（△） △19,526 22,788

当期変動額合計 △29,023 46,405

当期末残高 △15,354 31,051

利益剰余金合計   

前期末残高 124,057 95,020

当期変動額   

自己株式の処分 △4 △0

剰余金の配当 △9,507 △3,083

土地圧縮積立金の取崩 － －

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △19,526 22,788

当期変動額合計 △29,037 19,705

当期末残高 95,020 114,725

自己株式   

前期末残高 △41,449 △44,434

当期変動額   

自己株式の取得 △2,995 △13

自己株式の処分 10 2

当期変動額合計 △2,985 △11

当期末残高 △44,434 △44,445

株主資本合計   

前期末残高 235,479 203,457

当期変動額   

自己株式の取得 △2,995 △13

自己株式の処分 6 2

剰余金の配当 △9,507 △3,083

当期純利益又は当期純損失（△） △19,526 22,788

当期変動額合計 △32,022 19,694

当期末残高 203,457 223,151
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(単位：百万円)

前事業年度 
72期 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
73期 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 5,314 △458

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,772 3,649

当期変動額合計 △5,772 3,649

当期末残高 △458 3,191

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 318 △593

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △911 585

当期変動額合計 △911 585

当期末残高 △593 △8

土地再評価差額金   

前期末残高 △5,264 △5,264

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △5,264 △5,264

評価・換算差額等合計   

前期末残高 368 △6,315

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,683 4,234

当期変動額合計 △6,683 4,234

当期末残高 △6,315 △2,081

新株予約権   

前期末残高 169 271

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 102 22

当期変動額合計 102 22

当期末残高 271 293

純資産合計   

前期末残高 236,016 197,413

当期変動額   

自己株式の取得 △2,995 △13

自己株式の処分 6 2

剰余金の配当 △9,507 △3,083

当期純利益又は当期純損失（△） △19,526 22,788

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,581 4,256

当期変動額合計 △38,603 23,950

当期末残高 197,413 221,363
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【重要な会計方針】

項目 
第72期

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) たな卸資産 

    先入先出法による原価法(貸借対照表 

  価額は収益性の低下による簿価切下げ

  の方法により算定）     

 （会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号平

成18年７月５日公表分）を適用してい

る。 

 これに伴い、営業損失、経常損失およ

び税引前当期純損失はそれぞれ491百万

円増加している。 

(1) たな卸資産 

   先入先出法による原価法(貸借対照表  

  価額は収益性の低下による簿価切下げ 

  の方法により算定）   

  (2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (3) デリバティブ 

……時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用している。なお、主な耐

用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び車両運搬具 ２～15年 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用している。なお、主な耐

用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び車両運搬具 ２～15年 

  （追加情報） 

 機械装置については、従来、耐用年数

を７～11年としていたが、当事業年度よ

り５～８年に変更している。この変更

は、平成20年度の税制改正を契機に耐用

年数を見直したことによるものであり、

  これに伴い、営業損失、経常損失およ

び税引前当期純損失はそれぞれ132百万

円増加している。 
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項目 
第72期

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。ソフトウエア

（自社利用分）については社内における

見込利用可能期間（５年）を採用してい

る。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左  

  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

……リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法  

(3) リース資産 

同左  

  (4) 長期前払費用 

 法人税法に規定する期間にわたり、毎

期均等償却している。 

(4) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 試験研究費……支出時または発生時に全額

費用としている。 

試験研究費……  同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績率法によ

り、貸倒懸念債権および破産更生債権等

については財務内容評価法により計上し

ている。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出に備えるた

め、当事業年度末における支給見込額に

基づき計上している。 

(2) 役員賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上している。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（15年）による定額法により翌事業年

度から費用処理することとしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）（企業会計

基準第19号 平成20年７月31日）を適用

している。なお、これによる損益に与え

る影響はない。 
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項目 
第72期

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

５ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は、損

益として処理している。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を適用している。金利

スワップについて特例処理の条件を充た

している場合には特例処理を適用してい

る。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左  

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約 

オプション 
 外貨建予定取引 

金利スワップ   借入金の利息   

同左 

  (3) ヘッジ方法 

 当社の社内管理規定に基づき、為替相

場の変動リスクをヘッジしている。ま

た、デリバティブ取引の事項および管理

は経営資源革新本部長の責任権限の下、

財務担当部門にて行い定期的に社長、監

査役等に実施状況を報告している。  

 ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

している。 

(3) ヘッジ方法 

同左  

  (4) ヘッジの有効性の評価の方法 

 予定取引の取引条件の予測可能性およ

び実行可能性に基づき、ヘッジ対象とし

ての適格性を検討することにより、有効

性の評価を実施している。 

(4) ヘッジの有効性の評価の方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式による会計処理を行ってい

る。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左  
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【会計方針の変更】

第72期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

 これに伴い、営業損失は402百万円減少、経常損失は

217百万円減少、税引前当期純損失は134百万円増加して

いる。   

（収益及び費用の計上基準） 

 当事業年度より「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

18号 平成19年12月27日）を適用している。なお、これ

による損益に与える影響はない。 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

第72期 
（平成21年３月31日） 

第73期 
（平成22年３月31日） 

 （注）有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計

     額を含めて表示している。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円66,646

 （注）有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計

     額を含めて表示している。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円69,288

※２ 偶発債務 

債務保証 

※２ 偶発債務 

債務保証 

１ 従業員の銀行借入に対する保証 １ 従業員の銀行借入に対する保証 

主な被保証先 
債務保証残高

（百万円） 

従業員  8

小計  8

主な被保証先 
債務保証残高

（百万円） 

従業員  5

小計  5

２ その他の銀行借入金に対する保証 ２ その他の銀行借入金に対する保証 

主な被保証先 
債務保証残高

（百万円） 

  

㈱京都環境保全公社  364 ※ 

㈱エフエム京都  340   

小計  704   

合計  712   

主な被保証先 
債務保証残高

（百万円） 

  

㈱エフエム京都  290   

小計  290   

合計  295   

 （注）※ 当社を含めた７社による連帯保証であり、そ

の全額を記載しているが、７社間の取り決め

書により、７社均等負担になっている。 
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第72期 
（平成21年３月31日） 

第73期 
（平成22年３月31日） 

※３ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

※３ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

受取手形 百万円220

売掛金  12,225

短期貸付金  13,629

未収入金  3,204

その他の未収入金  4,002

買掛金  16,549

短期借入金  38,705

未払金  1,403

 なお、未収入金には移転価格に関する事前申請の

合意にもとづく海外子会社との移転価格税制調整に

かかる未収入金3,955百万円を含んでいる。  

  

受取手形 百万円130

売掛金  22,539

短期貸付金  8,222

未収入金  8,876

その他の未収入金  5,247

買掛金  23,551

短期借入金  34,266

未払金  1,948

※４ 土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成13年６月29日公布法律

第94号）に基づき事業用土地の再評価を行い、再評価

差額から再評価に係る繰延税金資産および負債を控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上している。 

※４ 土地の再評価 

同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第３号に定める地方税法

（昭和25年法律第226号）第341条第10号の土地課税台

帳に登録されている価格に合理的な調整を行なって算

出する方法、および第５号に定める不動産鑑定士によ

る鑑定評価を行う方法によっている。 

同左 

再評価を行なった年月日  平成14年３月31日 再評価を行なった年月日  平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の

帳簿価額との差額（時価が帳簿価額を下回る金額） 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の

帳簿価額との差額（時価が帳簿価額を下回る金額） 

  3,665百万円   百万円3,798
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（損益計算書関係）

第72期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 当社の売上品目の中には、同一品種の製品及び商品

があり、その区分が困難なため売上高には商品売上高

を含めている。 

※１          同左 

※２ 製品及び商品の有形固定資産等への振替高及び関係

会社への支給高である。 

※２          同左 

※３ 固定資産売却益 百万円2

主な内訳     

工具、器具及び備品  1

車輌運搬具              1

  

   移転価格税制調整金         百万円  

    移転価格に関する事前確認申請の合意にもとづく

        海外子会社との移転価格税制調整金である。 

※３ 固定資産売却益 百万円4

主な内訳     

工具、器具及び備品  1

建設仮勘定              3

3,838

※４ 固定資産売却損 百万円9

主な内訳     

機械及び装置  5

車輌運搬具  2

固定資産除却損 百万円1,208

主な内訳     

建物  104

構築物  5

機械及び装置 

車両運搬具 

 

 

144

51

工具、器具及び備品  116

ソフトウェア  497

リース資産   239

※４ 固定資産売却損 百万円23

主な内訳     

機械及び装置  19

工具、器具及び備品   3

固定資産除却損 百万円422

主な内訳     

建物  31

機械及び装置  12

工具、器具及び備品  18

建設仮勘定  223

施設利用権   35

リース資産   92

※５ 関係会社との取引に係るもの 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

いる。 

※５ 関係会社との取引に係るもの 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

いる。 

売上高 百万円104,916

商品仕入高  101,744

受取配当金  8,179

受取手数料  638

支払利息  1,333

売上高 百万円89,506

商品仕入高  101,148

受取配当金  34,035

受取手数料  576

支払利息  537

※６ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は ％

である。 

 主要な費目及び金額は次のとおりである。 

37

63

※６ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は ％

である。 

 主要な費目及び金額は次のとおりである。 

37

63

運賃 百万円3,454

手数料  16,924

給与及び賞与手当  24,022

厚生福利費  4,673

減価償却費  4,465

退職給付引当金繰入額  2,483

研究開発費  37,645

運賃 百万円2,979

手数料  11,274

給与及び賞与手当  21,658

厚生福利費  4,500

減価償却費  3,708

退職給付引当金繰入額  2,920

研究開発費  28,425

※７ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発

費は、 百万円である。 37,645

※７ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発

費は、 百万円である。 28,425
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第72期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※８ 減損損失 

 当社は、主としてビジネスカンパニー単位で資産

のグルーピングを行っている。 

 自動車・半導体業界の急激な経済環境悪化に伴

い、当社は当事業年度において、一部の自動車・半

導体関連製品の製造設備について、回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失 百万円として

特別損失に計上している。 

※減損損失の金額 

    

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い方の金額を使用して

おり、使用価値については、将来キャッシュ・フロ

ーを６～10％で割り引いて算定している。 

7,758

主な用途 種類 場所

事業用資産 建物、機械及び装置、ソフトウ
ェア、リース資産等 滋賀県野洲市

事業用資産 建物、機械及び装置等 滋賀県甲賀市

事業用資産 建物、構築物、ソフトウェア、
リース資産等 愛知県小牧市

建物 百万円3,557

構築物  207

機械及び装置  475

工具、器具及び備品  177

ソフトウェア  369

リース資産 

その他  

 

 

2,397

576

合計  7,758

――――――――― 
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第72期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

市場からの購入による増加          1,500,000 株 

単元未満株式の買取りによる増加        22,001 株 

減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の売渡請求による減少       4,621 株 

  

第73期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加         8,018 株 

減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の売渡請求による減少        668 株 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株）  17,392,924  1,522,001  4,621  18,910,304

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株）  18,910,304  8,018  668  18,917,654
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式94,340百万円、関連会社株式17,957百万

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。 

（リース取引関係）＜借主側＞

第72期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

(ア）有形固定資産 

主として機械及び装置、工具、器具及び備品

である。 

(イ）無形固定資産 

ソフトウエアである。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりである。 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 同左 

２ オペレーティング・リース取引 

    オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

    オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

１年内 百万円1,209

１年超  12,559

合計  13,768

１年内 百万円1,290

１年超  11,317

合計  12,607

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

第72期 
（平成21年３月31日） 

第73期 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金 百万円2,244

たな卸資産  2,220

未払賞与  1,908

退職給付引当金  9,396

退職給付信託  2,942

投資有価証券  2,143

関係会社株式等  10,026

未確定債務  1,060

減価償却資産   4,065

繰越欠損金   7,747

その他   4,858

繰延税金資産小計  48,609

評価性引当額  △10,945

繰延税金資産合計  37,664

   

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 百万円1,183

その他  2,168

繰延税金負債合計  3,351

繰延税金資産の純額  34,313

繰延税金資産  

貸倒引当金 百万円2,378

たな卸資産  2,110

未払賞与  2,092

退職給付引当金  8,990

退職給付信託  2,983

投資有価証券  2,141

関係会社株式等  10,385

未確定債務  1,103

減価償却資産   3,339

繰越欠損金   8,405

その他   3,568

繰延税金資産小計  47,494

評価性引当額  △11,375

繰延税金資産合計  36,119

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 百万円2,218

その他  1,445

繰延税金負債合計  3,663

繰延税金資産の純額  32,456

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失を計上したため記載を省略してい

る。 

  

法定実効税率  41.0％

（調整）  

受取配当金  △67.0％

外国源泉税  3.7％

評価性引当額 

その他  

1.8％

0.6％

 税効果会計適用後の法人税等の 

 負担率  

 △19.9％
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 （注） １株当たり当期純利益（△純損失）の算定上の基礎は次のとおりである。 

（１株当たり情報）

項目 
第72期

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 895 24 円 銭 1,003 93

１株当たり当期純利益（△純損失） 円 銭 △88 43 円 銭 103 49

  

  

  

  

   

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しな

いため記載していない。  

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載し

ていない。   

  
第72期

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

第73期 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

＜１株当たり当期純利益（△純損失）＞     

当期純利益（△純損失） 百万円 △19,526 百万円 22,788

普通株主に帰属しない金額 百万円 － 百万円 －

普通株式に係る当期純利益（△純損失） 百万円 △19,526 百万円 22,788

普通株式の期中平均株式数 株 220,796,602 株 220,207,029

＜潜在株式調整後１株当たり当期純利益＞     

当期純利益調整額 百万円 － 百万円 －

普通株式増加数  株 ―  株 ―

（うち自己株式方式によるストックオプシ

ョン） 
 株 ―  株 ―

（うち新株予約権方式によるストックオプ

ション） 
 株 ―  株 ―

希薄化を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

――――――  新株予約権の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりである。 
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（重要な後発事象）

第72期 
（平成21年３月31日） 

第73期 
（平成22年３月31日） 

――――――――― １ 会社分割 

 当社は、平成22年１月28日開催の取締役会決議に基づ

き、当社のオートモーティブエレクトロニックコンポーネ

ンツカンパニー（以下、AEC）が行う車載電装部品事業

を、分割により新たに設立した会社に承継させる会社分割

を実施した。 

（１）会社分割の概要 

① 対象となった事業の名称及び事業の内容 

 事業の名称：車載電装部品事業  

 事業の内容：自動車向け電装部品の製造販売 

② 会社分割日 

 平成22年５月６日 

③ 会社分割の法的形式 

 当社を分割会社とし、オムロンオートモーティブエレク

トロニクス株式会社を新設会社とする新設分割（簡易新設

分割） 

④ 承継会社の名称 

 オムロンオートモーティブエレクトロニクス株式会社 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

 当社は現在、グループで構造改革に取り組んでおり、自

動車のエレクトロニクス化が急速に進展していくなか、自

動車業界に特化した自律経営を行い、収益構造変革の強化

をはかることを目的として車載電装部品事業を担うAECの

分割を決議し、会社分割を実施した。 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、

「共通支配下の取引等」に係る会計処理に準じて処理して

いる。 

（３） 当期の損益計算書に計上されている分離した事業

に係る売上高の概算額 

 売上高  34,205百万円 
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【株式】 

 【債券】 

【その他】 

④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

トヨタ自動車㈱  1,618,007  6,059

ローム㈱  468,000  3,267

日本航空電子工業㈱  4,523,000  3,202

㈱村田製作所  437,685  2,324

㈱京都銀行  2,449,000  2,109

ＴＤＫ㈱  309,217  1,923

㈱マキタ  500,000  1,540

日亜化学工業㈱  10,000  1,057

㈱リコー  660,099  964

ウシオ電機㈱   578,600  918

スズキ㈱   367,700  759

スズデン㈱   1,329,710  685

コニカミノルタホールディングス㈱  621,000  678

その他 102銘柄  17,169,623  6,408

計  31,041,641  31,893

銘柄 券面総額(百万円) 
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券  
満期保有目的の

債券 

㈱けいはんな 

第１回無担保利付少人数私募債 
 25  25

投資有価証券 
満期保有目的の

債券 

㈱けいはんな 

第１回無担保利付少人数私募債 
 175  175

計  200  200

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 
投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資 
 108  1,136

計  108  1,136
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 （注）１ 当期増加額のうち、野洲事業所新設に伴う増加額は以下のとおりです。 

              建物           6,916百万円  

              構築物           358百万円 

              機械及び装置        302百万円 

              工具、器具及び部品      44百万円 

              施設利用権          12百万円 

                    合計     7,632百万円 

    ２ 当期減少額のうち、野洲事業所新設に伴う減少額は以下のとおりです。 

              建設仮勘定       7,517百万円 

                    合計    7,517百万円 

    ３ 期末減価償却累計額又は償却累計額の欄には、減損損失累計額を含めて記載しています。  

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産                                      

建物  60,533 7,351 159 67,725  41,577     2,814 26,148

構築物  6,108 456 0 6,564  4,723  281 1,841

機械及び装置  8,807 823 313 9,317  7,804  749 1,513

車両運搬具  18 1 5 14  13  0 1

工具、器具及び備品  9,756 1,135 439 10,452  8,504  982 1,948

土地  14,665 － － 14,665  －  － 14,665

リース資産  12,029 1,090 3,549 9,570  6,667  1,814 2,903

建設仮勘定  6,110 2,964 8,601 473  －  － 473

有形固定資産計  118,026 13,820 13,066 118,780  69,288  6,640 49,492

無形固定資産                                      

のれん  844 － 844 －  －  141 －

ソフトウェア  22,902 4,388 788 26,502  19,695  2,678 6,807

施設利用権  696 105 146 655  470  54 185

リース資産  174 1 65 110  87  27 23

ソフトウェア仮勘定  3,531 1,980 4,040 1,471  －  － 1,471

その他  600 1 10 591  219  50 372

無形固定資産計  28,747 6,475 5,893 29,329  20,471  2,950 8,858

長期前払費用  1,676 50 93 1,633  1,417  126 216
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     (注)貸倒引当金の当期減少額のその他は、個別判定による引当対象債権の回収による取崩額である。 

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金（流動）  207  28  －  37  198

貸倒引当金（固定）  5,700  6  －  30  5,676

役員賞与引当金  －  61  －  －  61
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 当事業年度末（平成22年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

相手先別内訳 

決済期日別内訳 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  88

預金の種類      

当座預金  127

普通預金  7,165

別段預金  28

外貨預金  1

小計  7,321

合計  7,409

相手先 金額（百万円） 

㈱サンコー・インダストリアル・オートメーション  130

長州産業㈱  121

日本信号㈱  118

サンワテクノス㈱  80

㈱ホンダロック  75

その他  597

計  1,121

期日 金額（百万円） 

平成22年４月  396

５月  259

６月  258

７月  87

８月  72

９月  49

計  1,121
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③ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の回転率及び滞留期間 

 （注） 消費税等については、税抜方式による会計処理を行っているが、上記当期売上高には消費税等が含まれてい

る。 

④ たな卸資産 

相手先 金額（百万円） 

OMRON EUROPE B.V.  3,910

OMRON ELECTRONICS KOREA CO., LTD.  2,250

三菱自動車工業㈱  1,747

ジェイアール東日本メカトロニクス㈱  1,682

スズキ㈱  1,610

その他  42,489

計  53,688

項目 算式 比率 

売掛金回転率（回） 
当期売上高 

（期首売掛金残高＋期末売掛金残高）÷２ 
 4.96

売掛金滞留期間（日） 
365 

売掛金回転率 
 73.54

部門名 
商品及び製品
（百万円） 

原材料
（百万円） 

仕掛品
（百万円） 

貯蔵品 
（百万円） 

合計
（百万円） 

インダストリアル 

オートメーションビジネス 
 5,030  2,745  1,938  90  9,803

エレクトロニック＆ 

メカニカルコンポーネンツ 

ビジネス 

 800  293  287  －  1,380

オートモーティブ 

エレクトロニック 

コンポーネンツビジネス 

 183  44  －  1  228

ソーシアルシステムズ・ 

ソリューション＆サービス・ 

ビジネス 

 800  488  1,600  19  2,907

その他  402  101  1,514  252  2,269

計  7,215  3,671  5,339  362  16,587
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⑤ 関係会社株式 

⑥ 関係会社出資金 

⑦ 支払手形（設備購入分を含む） 

相手先別内訳 

期日別内訳 

銘柄 金額（百万円） 

OMRON MANAGEMENT CENTER OF AMERICA, INC.  29,370

日立オムロンターミナルソリューションズ㈱  17,047

OMRON EUROPE B.V.  11,162

オムロンヘルスケア㈱  9,762

オムロンプレシジョンテクノロジー㈱  8,871

その他  36,085

計  112,297

銘柄 金額（百万円） 

OMRON (CHINA) CO.,LTD  20,039

OMRON AUTOMOTIVE ELECTRONICS HUNGARY KFT  510

OMRON AUTOMOTIVE ELECTRONICS ITALY S.R.L.  257

その他  126

計  20,932

相手先 金額（百万円） 

日本ソフトウェア㈱  163

㈲レック  154

㈱安川電機  142

ＴＤＫラムダ㈱  119

三菱電機㈱  72

その他  912

計  1,562

期日 金額（百万円） 

平成22年４月  394

５月  480

６月  465

７月  223

計  1,562
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⑧ 買掛金 

相手先別内訳 

⑨ 短期借入金 

⑩ １年内返済予定の長期借入金 

 （注） シンジケートローンは、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするものである。  

⑪ 退職給付引当金 

 当該事項該当なし。 

相手先 金額（百万円） 

オムロン飯田㈱  4,870

オムロンファイナンス㈱  2,885

オムロンリレーアンドデバイス㈱  2,075

OMRON (SHANGHAI) CO., LTD.  1,922

オムロン直方㈱  1,443

その他  19,747

計  32,942

借入先 金額（百万円） 

オムロンファイナンス㈱  24,807

OMRON EUROPE B.V.  5,073

OMRON MANAGEMENT CENTER OF AMERICA, INC.  3,549

OMRON ASIA PACIFIC PTE.LTD.  837

計  34,266

借入先 金額（百万円） 

シンジケートローン  20,000

計   20,000

項目 金額（百万円） 

退職給付債務  99,775

年金資産  △66,257

未認識数理計算上の差異  △23,874

未認識過去勤務債務  12,282

計  21,926

(3) 【その他】
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 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の定

めによる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受

ける権利ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していない。 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・売渡し   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

買取・売渡手数料 

１単元当たりの買取または買増手数料を以下の算式により算定し、これを

買取りまたは買増した単元未満株式の数で按分した金額とする。 

（算式）１株当たりの買取りまたは買増し価格に１単元の株式数を乗じた

合計金額が 

（円位未満の端数を生じた場合には切捨てる。） 

ただし、１単元当たりの算定金額が5,000円に満たない場合には、5,000円

とする。 

50万円以下の金額の場合 1.40％ 

50万円を超え70万円以下の金額の場合 1.10％＋ 1,500円

70万円を超え100万円以下の金額の場合 0.90％＋ 2,900円

100万円を超え300万円以下の金額の場合 0.85％＋ 3,400円

300万円を超え500万円以下の金額の場合 0.80％＋ 4,900円

500万円を超え1,000万円以下の金額の場合 0.68％＋10,900円

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむをえな

い事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経

済新聞および京都市において発行する京都新聞に掲載して行う。 

なお、公告を掲載するホームページのアドレス（URL）は 

http://www.omron.co.jp/である。 

株主に対する特典 なし 
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 当社には、親会社等はない。 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

並びに確認書  

事業年度 

（第72期） 

自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日 

  平成21年６月24日 

関東財務局長に提出 

  

  
  

  

  

  

  

  
  

  

  
 

(2） 内部統制報告書 

及びその添付書類 

      平成21年６月24日 

関東財務局長に提出 

  

              

              

(3) 自己株券買付 

状況報告書 

 報告期間 自 平成21年６月１日 

至 平成21年６月30日  

  平成21年７月８日  

関東財務局長に提出 

  

              

              

(4） 四半期報告書 

及び確認書 

事業年度 

（第73期第１ 

四半期） 

事業年度 

（第73期第２ 

四半期） 

事業年度 

（第73期第３ 

四半期）  

  

  

自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日 

  

自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日 

  

自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日  

  平成21年８月７日 

関東財務局長に提出 

  

平成21年11月11日 

関東財務局長に提出 

  

平成22年２月10日 

関東財務局長に提出  
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 該当事項なし。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

      平成22年６月22日

オムロン株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 森田 祐司 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 玉井 照久 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 高居 健一 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオムロン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の遡及修正後連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括損益計算書、連結株主持分計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の遡及修正後連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財

務諸表注記事項Ⅰ参照）に準拠して、オムロン株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。ただし、連結財務諸表注記事項Ⅰに記載のとおり、セグメント情報については、米国財務会計基準審議会
（FASB）会計基準書第280号（旧FASB基準書第131号）にかえて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（昭和51年大蔵省令第28号）第15条の２に準拠して作成されている。 
  
＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オムロン株式会社の平成21年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、オムロン株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

 ※ 上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

      平成22年６月22日

オムロン株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 森田 祐司 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 浅賀 裕幸 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 酒井 宏彰 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるオムロン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結包括損益計算書、連結株主持分計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属
明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財
務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表注記
事項Ⅰ参照）に準拠して、オムロン株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。 
  
追記情報 

連結財務諸表注記事項Ⅱ－Ｒに記載のとおり、セグメント情報については、当連結会計年度より米国財務会計基準審議
会（FASB）会計基準書第280号（旧FASB基準書第131号）に準拠して作成している。 
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オムロン株式会社の平成22年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ
る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、オムロン株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内
部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  
 ※ 上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。 
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  独立監査人の監査報告書   

      平成21年６月23日

オムロン株式会社   

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 森田 祐司 

  
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 玉井 照久 

  
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 高居 健一 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオムロン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オムロン

株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管している。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書   

      平成22年６月22日

オムロン株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 森田 祐司 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 浅賀  裕幸 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 酒井  宏彰 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオムロン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オムロン

株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年５月６日に、オートモーティブエレクトロニックコンポー

ネンツカンパニーが行う車載電装部品事業を、分割により新たに設立した会社に承継させる会社分割を実施した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管している。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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